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新 旧 対 照 表

旧（現 行） 新（改 定 案）

県土マネジメント部土木工事成績評定要領 県土マネジメント部土木工事成績評定要領

（目的） （目的）

第１条 この要領は、県土マネジメント部土木工事の工事成績の評定（以下「評定」と 第１ この要領は、県土マネジメント部土木工事の工事成績の評定（以下「評定」という。）

いう。）に必要な事項を定め、もって厳正かつ的確な評定の実施を図るとともに受注 に必要な事項を定め、厳正かつ的確な評定の実施を図り、もって受注者の適正な選定及

者の指導育成及び適正な選定に資することを目的とする。 び指導育成に資することを目的とする。

（対象工事） （評定の対象）

第２条 評定の対象とする工事は、県土マネジメント部土木工事検査要領（平成2年4月 第２ 評定の対象とする工事は、県土マネジメント部土木工事検査要領（平成2年4月1日

1日付け技第5号）に基づき検査を行う工事のうち、１件の当初設計額が250万円以 付け技第5号）に基づき検査を行う工事のうち、１件の当初設計額が250万円以上の工

上の工事（鋼材等のリース代及び電気料金のみの工事、除草及び剪定工事、路面及び 事とする。ただし、引渡しを受ける目的物がない工事又は簡易な維持修繕工事について

排水施設の清掃工事、小規模維持修繕工事等は除く。）とする。 は、評定の対象外とすることができる。

２ 県土マネジメント部土木工事検査要領第３条第１項第１号に定める出来形検査のう

ち、部分引き渡しを受ける検査を除く出来形検査においては、評定を行わないものと

する。

（評定者） （評定の内容）

第３条 工事の成績の評定者（以下「評定者」という。）は、県土マネジメント部土木 第３ 評定は、工事の施工状況、目的物の品質等の評価について行うものとする。

工事検査要領に定める検査員及び県土マネジメント部土木工事監督要領（平成2年4月

1日付け技第5号）に定める監督員とする。

（評定の内容） （評定者）

第４条 評定は、工事の施工状況、目的物の品質等の評価について行うものとする。 第４ 工事の成績の評定者（以下「評定者」という。）は、県土マネジメント部土木工事

検査要領に定める検査職員、県土マネジメント部土木工事監督要領（平成2年4月1日付

け技第4号）に定める総括監督員及び主任監督員とする。
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新 旧 対 照 表

旧（現 行） 新（改 定 案）

（評定の方法） （評定の方法）

第５条 評定は、工事１件ごとに行うものとする。 第５ 評定は、監督又は検査等その他必要な事項について、工事ごと、評定者ごとに独

２ 評定は、監督又は検査により確認した事項に基づき、評定者ごとに独立して的確か 立して的確かつ公正に行うものとする。

つ公正に土木工事竣工検査（成績評定）書（様式評第１号から様式評第３号）、土木 ２ 評定の結果は、土木工事検査（成績評定）書（様式評第１号）、工事成績採点表（様

工事中間検査（成績評定）書（様式評第１号から様式評第２号）又は土木工事出来形 式評第２号）及び改定細目別評定点採点表（様式評第３号）に記録するものとする。

検査（成績評定）書（様式評第１号から様式評第２号）により行うものとする。 ３ 評定に際しての考査基準は、工事成績採点の考査項目別運用表（別紙－１から別紙－

３ 評定に際しての考査基準は、工事成績採点の考査項目別運用表（別紙－１から別紙 ４）、考査基準特記事項（別紙－５）及び施工プロセスのチェックリスト（別紙－６）

－４）、考査基準特記事項（別紙－５）及び施工プロセスのチェックリスト（別紙－ によるものとする。

６）によるものとする。

（評定の時期）

第６ 検査職員は検査を実施したとき、評定を行うものとする。ただし、既済部分検査に

おいては、検査職員は評定を行わないものとする。また、総括監督員及び主任監督員は工

事が完成したとき、評定を行うものとする。

（評定結果の通知） （評定の結果の通知）

第６条 評定の結果は、県土マネジメント部土木工事成績評定の通知に関する規程（平 第７ 評定の結果は、県土マネジメント部土木工事成績評定の通知に関する規程（平成17

成17年３月18日付け技第170号）に従い、受注者に通知するものとする。 年３月18日付け技第170号）に基づき、受注者に通知するものとする。

（評定の修正） （評定の修正）

第７条 評定を行った後、受注者の責に帰する瑕疵や不具合が確認された場合は、評定 第８ 評定を行った後、受注者の責に帰する瑕疵や不具合が確認された場合は、評定の

の修正を行うものとする。 修正を行うものとする。

２ 前項の規定に従い評定の修正を行ったときは、前条の規定に従い、遅滞なくその結 ２ 前項の規定に従い評定の修正を行ったときは、第７の規定に従い、遅滞なくその結

果を受注者に再通知するものとする。 果を受注者に再通知するものとする。
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新 旧 対 照 表

旧（現 行） 新（改 定 案）

附 則 附 則

この要領は、平成2年4月1日から施行する。 この要領は、平成2年4月1日から施行する。

附 則 附 則

この要領は、平成9年1月1日から施行する。 この要領は、平成9年1月1日から施行する。

附 則 附 則

この要領は、平成11年7月1日から施行する。 この要領は、平成11年7月1日から施行する。

附 則 附 則

この要領は、平成14年4月1日から施行する。 この要領は、平成14年4月1日から施行する。

附 則 附 則

この要領は、平成15年7月1日から施行する。 この要領は、平成15年7月1日から施行する。

附 則 附 則

この要領は、平成17年4月1日から施行する。 この要領は、平成17年4月1日から施行する。

附 則 附 則

この要領は、平成22年4月1日から施行する。 この要領は、平成22年4月1日から施行する。

附 則 附 則

この要領は、平成23年4月1日から施行する。 この要領は、平成23年4月1日から施行する。

附 則 附 則

この要領は、平成25年4月1日から施行する。 この要領は、平成25年4月1日から施行する。

附 則 附 則

この要領は、平成27年3月1日から施行する。 この要領は、平成27年3月1日から施行する。

附 則 附 則

この要領は、平成27年4月9日から施行する。 この要領は、平成27年4月9日から施行する。

附 則 附 則

この要領は、平成27年11月9日から施行する。 この要領は、平成27年11月9日から施行する。

附 則 附 則

この要領は、平成28年4月1日から施行する。 この要領は、平成28年4月1日から施行する。

附 則 附 則

この要領は、平成29年8月10日から施行する。 この要領は、平成29年8月10日から施行する。

附 則

この要領は、平成31年 月 日から施行する。
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新 旧 対 照 表

旧（現 行） 新（改 定 案）

様式 評第 １ 号 － １

殿

　　　　　　土木工事　完済部分・中間技術・完成　検査の結果を次のとおり報告します。

工 事 番 号 第 号

工 事 場 所

年 月 日から

年 月 日まで

変 更 工 期 年 月 日 円

完 成 通 知 日 年 月 日 円

確 認 検 査 日 年 月 日 年

検 査 日 年 月 日

所　　　長

修 補

総　　括　　検　　査　　員

主任監督員

検査員 印 

　　　　年　　月　　日

課　長

工 事 名

代　表　者

土木工事検査（成績評定）書

工 期

主任（監理）技術者

当 初 請 負 金 額

現 場 代 理 人

受　注　者

修 補完 了検 査日 月

技　　　　　術　　　　　管　　　　　理　　　　　課

課　　　長 課長補佐

事　　　　　　　　　　　 務　　　　　　　　　　　 所

主任検査員 総括監督員

有　　　　　　・　　　　　　無

最 終 請 負 金 額

日

工 事 概 要
（変更）

（当初）

修補指示検査員

様式 評第 １ 号 － １

殿

　　　　　　土木工事　出来形・中間・竣工　検査の結果を次のとおり報告します。

工 事 番 号 第 号

工 事 場 所

平成 年 月 日から

平成 年 月 日まで

変 更 工 期 平成 年 月 日 円

竣 工 届 出 平成 年 月 日 円

完 成 検 査 日 平成 年 月 日 年

検 査 日 平成 年 月 日

所　　　長

手 直 事 項 有　　　　　　・　　　　　　無

最 終 請 負 金 額

日

工 事 概 要
（変更）

（当初）

手 直 検 査 員

平成手 直 検 査 日 月

技　　　　　術　　　　　管　　　　　理　　　　　課

課　　　長 課長補佐

事　　　　　　　　　　　 務　　　　　　　　　　　 所

主任検査員 総括監督員

工 期

主任（監理）技術者

当 初 請 負 金 額

現 場 代 理 人

受　注　者

検査員 印 

平成　　年　　月　　日

課　長

工 事 名

代　表　者

土木工事 出来形・中間・竣工 検査（成績評定）書

総　　括　　検　　査　　員

主任監督員
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新 旧 対 照 表

旧（現 行） 新（改 定 案）

様式 評第 １ 号 － ２

殿

　　　　　　土木工事　完済部分・中間技術・完成　検査の結果を次のとおり報告します。 印 

工 事 番 号

工 事 場 所

年 月 日から

年 月 日まで

変 更 工 期 年 月 日 円

完 成 通 知 日 年 月 日 円

確 認 検 査 日 年 月 日 年 月

検 査 日 年 月 日

所　　　長

工 事 概 要

現 場 代 理 人

主任（監理）技術者

最 終 請 負 金 額

当 初 請 負 金 額

修補指示検査員

（変更）

修 補 完 了検 査 日

計画調整課長 総 括 監 督 員

　　　　年　　月　　日

　所長　

工 事 名

受　注　者

土木工事検査（成績評定）書

検査員

代　表　者

工 期

修 補

日

有　　　　　　・　　　　　　無

主 任 監 督 員

（当初）

主 任 検 査 員

様式 評第 １ 号 － ２

殿

　　　　　　土木工事　出来形・中間・竣工　検査の結果を次のとおり報告します。 印 

工 事 番 号

工 事 場 所

平成 年 月 日から

平成 年 月 日まで

変 更 工 期 平成 年 月 日 円

竣 工 届 出 平成 年 月 日 円

完 成 検 査 日 平成 年 月 日 年 月

検 査 日 平成 年 月 日

所　　　長

手 直 事 項

日

有　　　　　　・　　　　　　無

主 任 監 督 員

（当初）

主 任 検 査 員 計画調整課長 総 括 監 督 員

平成　　年　　月　　日

　所長　

工 事 名

受　注　者

土木工事 出来形・中間・竣工 検査（成績評定）書

検査員

代　表　者

工 期

工 事 概 要

現 場 代 理 人

主任（監理）技術者

最 終 請 負 金 額

当 初 請 負 金 額

平成

手 直 検 査 員

（変更）

手 直 検 査 日
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新 旧 対 照 表

旧（現 行） 新（改 定 案）

様式　評第２号

工　事　名 円

受 注 者 名

氏名 氏名 氏名 氏名 氏名

項目 a b c d e a a' b b' c d e a a' b b' c d e a a' b b' c d e a a' b b' c d e

Ⅰ.施工体制一般 +1.0 0.5 0 -5.0 -10

Ⅱ.配置技術者 +3.0 +1.5 0 -5.0 -10

Ⅰ.施工管理 +4.0 +2.0 0 -5.0 -10 +5.0 +2.5 0 -7.5 -15 +5.0 +2.5 0 -7.5 -15 +5.0 +2.5 0 -7.5 -15

Ⅱ.工程管理 +4.0 +2.0 0 -5.0 -10 +2.0 +1.0 0 -7.5 -15

Ⅲ.安全対策 +5.0 +2.5 0 -5.0 -10 +3.0 +1.5 0 -7.5 -15

Ⅳ.対外関係 +2.0 +1.0 0 -2.5 -5.0

3.出来形 Ⅰ.出来形 +4.0 +2.0 0 -2.5 -5.0 +10 +7.5 +5.0 +2.5 0 -10 -20 +10 +7.5 +5.0 +2.5 0 -10 -20 +10 +7.5 +5.0 +2.5 0 -10 -20

及び Ⅱ.品質 +5.0 +2.5 0 -2.5 -5.0 +15 +12 +7.5 +4.0 0 -12.5 -25 +15 +12 +7.5 +4.0 0 -12.5 -25 +15 +12 +7.5 +4.0 0 -12.5 -25

出来ばえ Ⅲ.出来ばえ +5.0 +2.5 0 -5 +5.0 +2.5 0 -5 +5.0 +2.5 0 -5

4.工事特性 Ⅰ.施工条件等への対応 ※２

5.創意工夫等 Ⅰ.創意工夫等 ※３

6.社会性等 Ⅰ.地域への貢献等 +10.0 +7.5 +5.0 +2.5 0

± 点 ± 点 ± 点 ± 点 ± 点

※１ 点 ② 点 ③ 点 ③ 点 ④ 点

点

7.法 令 遵 守 等 ※７ 点

※８ 点

8.総合評価
　技術提案

技術提案履行確認 ※９

※５

※　1　 65点　+　1.～3.の評定（加減点合計）　+　4.～6.の評定（加点合計）　=　評定点
各評定点　（①～④）　は少数第１位まで記入する.

※　2　 工事特性は、当該工事特有の難度の高い条件（構造物の特殊性、特殊な技術、都市部等の作業環境・社会条件、厳しい自然・地盤条件、長期工事における安全確保等）に対して適切に対応したことを評価する項目である。
評価に際しては、主任監督員からの報告を受けて総括監督員が評価するものとする。

※  3　 創意工夫等は、工事特性のような難度を伴わない工事において、企業の工夫やノウハウにより特筆すべき便益があった場合に評価する項目である。
※  4　 4.5.6.は加点評価のみとする。また、法令遵守は、減点評価のみとする。
※  5　 所見は必ず記載する。
※  6　 各考査項目ごとの採点は、考査項目別運用表によるものとし、検査員（完成）の評価に先立ち、主任、総括監督員が行う。
※  7　 法令遵守等の評価は、総括監督員が行う。
※  8　 評定合計は、小数第一位の四捨五入により整数とする。
※　9　 総合評価技術提案は、技術提案の履行が確認出来ない場合は、『不履行』を選択する。

所　　　　  見

（主任監督員） ［総括監督員］ ［検査員］

　評　定　点　合　計 評定点計 （  　点） － 法令遵守等 （ 　点） ＝　　 点

履行 不履行 対象外

細別

1.施工体制

　評　価　点　計 ○完済部分・中間技術検査があった場合　 　：（①　     点×0.4+②      点×0.2+③       点×0.2+④     点×0.2)= 　　　    点

※但し、③完済部分・中間技術検査が２回以上の場合は平均値

○完済部分・中間技術検査が無かった場合　：（①　    点×0.4+②       点×0.2+④       点×0.4)=　　  　　　点

2.施工状況

0

0

　評定点（65±加減点合計） ①

　加減点合計(1+2+3+4+5+6）

工　期 年 月 日から 年 月 日

考   査   項   目
主 任 監 督 員 総 括 監 督 員 検査員（完済部分） 検査員（中間技術）

完 成 年 月 日

検査員（完成）

　　　　年　　月　　日

工事成績採点表〔完済部分・中間技術・完成〕
　　　　年　　月　　日 作成

契約金額（最終)

様式　評第２号

工　事　名 円

受 注 者 名

氏名 氏名 氏名 氏名 氏名

項目 a b c d e a a' b b' c d e a a' b b' c d e a a' b b' c d e a a' b b' c d e

Ⅰ.施工体制一般 +1.0 0.5 0 -5.0 -10

Ⅱ.配置技術者 +3.0 +1.5 0 -5.0 -10

Ⅰ.施工管理 +4.0 +2.0 0 -5.0 -10 +5.0 +2.5 0 -7.5 -15 +5.0 +2.5 0 -7.5 -15 +5.0 +2.5 0 -7.5 -15

Ⅱ.工程管理 +4.0 +2.0 0 -5.0 -10 +2.0 +1.0 0 -7.5 -15

Ⅲ.安全対策 +5.0 +2.5 0 -5.0 -10 +3.0 +1.5 0 -7.5 -15

Ⅳ.対外関係 +2.0 +1.0 0 -2.5 -5.0

3.出来形 Ⅰ.出来形 +4.0 +2.0 0 -2.5 -5.0 +10 +7.5 +5.0 +2.5 0 -10 -20 +10 +7.5 +5.0 +2.5 0 -10 -20 +10 +7.5 +5.0 +2.5 0 -10 -20

及び Ⅱ.品質 +5.0 +2.5 0 -2.5 -5.0 +15 +12 +7.5 +4.0 0 -12.5 -25 +15 +12 +7.5 +4.0 0 -12.5 -25 +15 +12 +7.5 +4.0 0 -12.5 -25

出来ばえ Ⅲ.出来ばえ +5.0 +2.5 0 -5 +5.0 +2.5 0 -5 +5.0 +2.5 0 -5

4.工事特性 Ⅰ.施工条件等への対応 ※２

5.創意工夫等 Ⅰ.創意工夫等 ※３

6.社会性等 Ⅰ.地域への貢献等 +10.0 +7.5 +5.0 +2.5 0

± 点 ± 点 ± 点 ± 点 ± 点

※１ 点 ② 点 ③ 点 ③ 点 ④ 点

点

7.法 令 遵 守 等 ※７ 点

※８ 点

8.総合評価
　技術提案

技術提案履行確認 ※９

※５

※　1　 65点　+　1.～3.の評定（加減点合計）　+　4.～6.の評定（加点合計）　=　評定点
各評定点　（①～④）　は少数第１位まで記入する.

※　2　 工事特性は、当該工事特有の難度の高い条件（構造物の特殊性、特殊な技術、都市部等の作業環境・社会条件、厳しい自然・地盤条件、長期工事における安全確保等）に対して適切に対応したことを評価する項目である。
評価に際しては、主任監督員からの報告を受けて総括監督員が評価するものとする。

※  3　 創意工夫等は、工事特性のような難度を伴わない工事において、企業の工夫やノウハウにより特筆すべき便益があった場合に評価する項目である。
※  4　 4.5.6.は加点評価のみとする。また、法令遵守は、減点評価のみとする。
※  5　 所見は必ず記載する。
※  6　 各考査項目ごとの採点は、考査項目別運用表によるものとし、検査員（竣工）の評価に先立ち、主任、総括監督員が行う。
※  7　 法令遵守等の評価は、総括監督員が行う。
※  8　 評定合計は、小数第一位の四捨五入により整数とする。
※　9　 総合評価技術提案は、技術提案の履行が確認出来ない場合は、『不履行』を選択する。

所　　　　  見

（主任監督員） ［総括監督員］ ［検査員］

　評　定　点　合　計 評定点計 （  　点） － 法令遵守等 （ 　点） ＝　　 点

履行 不履行 対象外

細別

1.施工体制

　評　価　点　計 ○出来形（中間）検査があった場合　 　：（①　     点×0.4+②      点×0.2+③       点×0.2+④     点×0.2)=    　　　    点

※但し、③（出来形、中間）が２回以上の場合は平均値

○出来形（中間）検査が無かった場合　：（①　    点×0.4+②       点×0.2+④       点×0.4)=　　  　　　点

2.施工状況

0

0

　評定点（65±加減点合計） ①

　加減点合計(1+2+3+4+5+6）

工　期 平成 年 月 日から平成 年 月 日

考   査   項   目
主 任 監 督 員 総 括 監 督 員 検査員（出来形） 検査員（中間）

完 成 年 月 日

検査員（竣工）

平成　　年　　月　　日

工事成績採点表〔竣工、出来形、中間〕
平成　　年　　月　　日 作成

契約金額（最終)
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新 旧 対 照 表

旧（現 行） 新（改 定 案）

様式　評第３号

考査項目 細別 得点割合

１．施工体制 Ⅰ．施工体制一般 （ 0.0 ）×0.4＋2.9= 2.9点 

2.9 点 3.3点

Ⅱ．配置技術者 （ 0.0 ）×0.4＋2.9= 2.9点 

2.9 点 4.1点

２．施工状況 Ⅰ．施工管理 （ 0.0 ）×0.4＋2.9= （ ）×0.4＋6.5= （ ）×0.4＋6.5= （ 0.0 ）×0.4＋6.5= 9.4点 

2.9 点  点  点 6.5 点 13.0点

Ⅱ．工程管理 （ 0.0 ）×0.4＋2.9= （ 0.0 ）×0.2＋3.2= 6.1点 

2.9 点 3.2 点 8.1点

Ⅲ．安全対策 （ 0.0 ）×0.4＋2.9= （ 0.0 ）×0.2＋3.3= 6.2点 

2.9 点 3.3 点 8.8点

Ⅳ．対外関係 （ 0.0 ）×0.4＋2.9= 2.9点 

2.9 点 3.7点

Ⅰ．出来形 （ 0.0 ）×0.4＋2.8= （ ）×0.4＋6.5= （ ）×0.4＋6.5= （ 0.0 ）×0.4＋6.5= 9.3点 

2.8 点  点  点 6.5 点 14.9点

Ⅱ．品質 （ 0.0 ）×0.4＋2.9= （ ）×0.4＋6.5= （ ）×0.4＋6.5= （ 0.0 ）×0.4＋6.5= 9.4点 

2.9 点  点  点 6.5 点 17.4点

Ⅲ．出来ばえ （ ）×0.4＋6.5= （ ）×0.4＋6.5= （ 0.0 ）×0.4＋6.5= 6.5点 

 点  点 6.5 点 8.5点

４．工事特性 （ 0.0 ）×0.2＋3.3= 3.3点 

3.3 点 7.3点

５．創意工夫等 Ⅰ．創意工夫等 （ 0.0 ）×0.4＋2.9= 2.9点 

2.9 点 5.7点

６．社会性等 Ⅰ．地域への貢献等 （ 0.0 ）×0.2＋3.2= 3.2点 

3.2 点 5.2点

７．法令遵守等 （ 0.0 ）×1.0=

0 点

評定点合計 65.0点 

100.0点

８．総合評価
　　技術提案

技術提案履行確認

　　　※　出来形・中間検査があった場合　　　　　　　　（①＋②＋③×0.5＋④×0.5）　＝細目別評価点（出来形、中間が２回以上の場合は③を平均とする）
　　 　　　出来形・中間検査がなかった場合　 　　　　　（①＋②＋④）　＝細目別評価点

　　　※　得点割合は、細目別評定点の合計に対する得点の割合を百分率で示す。
　　　※　総合評価技術提案は、技術提案の履行が確認出来ない場合は、「不履行」を選択する。

78%

改定細目別評定点採点表

工事名：

①主任監督員 ②総括監督員 ③検査員（出来形） ③検査員（中間） ④検査員（竣工） 細目別評定点

88%

71%

72%

75%

70%

51%

62%

履行　　不履行　　対象外

３．出来形及び
　　出来ばえ 62%

54%

76%

Ⅰ．施工条件等への
　　 対応 45%

様式　評第３号

考査項目 細別 得点割合

１．施工体制 Ⅰ．施工体制一般 （ 0.0 ）×0.4＋2.9= 2.9点 

2.9 点 3.3点

Ⅱ．配置技術者 （ 0.0 ）×0.4＋2.9= 2.9点 

2.9 点 4.1点

２．施工状況 Ⅰ．施工管理 （ 0.0 ）×0.4＋2.9= （ ）×0.4＋6.5= （ ）×0.4＋6.5= （ 0.0 ）×0.4＋6.5= 9.4点 

2.9 点  点  点 6.5 点 13.0点

Ⅱ．工程管理 （ 0.0 ）×0.4＋2.9= （ 0.0 ）×0.2＋3.2= 6.1点 

2.9 点 3.2 点 8.1点

Ⅲ．安全対策 （ 0.0 ）×0.4＋2.9= （ 0.0 ）×0.2＋3.3= 6.2点 

2.9 点 3.3 点 8.8点

Ⅳ．対外関係 （ 0.0 ）×0.4＋2.9= 2.9点 

2.9 点 3.7点

Ⅰ．出来形 （ 0.0 ）×0.4＋2.8= （ ）×0.4＋6.5= （ ）×0.4＋6.5= （ 0.0 ）×0.4＋6.5= 9.3点 

2.8 点  点  点 6.5 点 14.9点

Ⅱ．品質 （ 0.0 ）×0.4＋2.9= （ ）×0.4＋6.5= （ ）×0.4＋6.5= （ 0.0 ）×0.4＋6.5= 9.4点 

2.9 点  点  点 6.5 点 17.4点

Ⅲ．出来ばえ （ ）×0.4＋6.5= （ ）×0.4＋6.5= （ 0.0 ）×0.4＋6.5= 6.5点 

 点  点 6.5 点 8.5点

４．工事特性 （ 0.0 ）×0.2＋3.3= 3.3点 

3.3 点 7.3点

５．創意工夫等 Ⅰ．創意工夫等 （ 0.0 ）×0.4＋2.9= 2.9点 

2.9 点 5.7点

６．社会性等 Ⅰ．地域への貢献等 （ 0.0 ）×0.2＋3.2= 3.2点 

3.2 点 5.2点

７．法令遵守等 （ 0.0 ）×1.0=

0 点

評定点合計 65.0点 

100.0点

８．総合評価
　　技術提案

技術提案履行確認

　　　※　完済部分・中間技術検査があった場合　　　　　　　　（①＋②＋③×0.5＋④×0.5）　＝細目別評価点（完済部分・中間技術が２回以上の場合は③を平均とする）
　　 　　　完済部分・中間技術検査がなかった場合　 　　　　　（①＋②＋④）　＝細目別評価点

　　　※　得点割合は、細目別評定点の合計に対する得点の割合を百分率で示す。
　　　※　総合評価技術提案は、技術提案の履行が確認出来ない場合は、「不履行」を選択する。

51%

62%

履行　　不履行　　対象外

３．出来形及び
　　出来ばえ 62%

54%

76%

Ⅰ．施工条件等への
　　 対応 45%

78%

改定細目別評定点採点表

工事名：

①主任監督員 ②総括監督員 ③検査員（完済部分） ③検査員（中間技術） ④検査員（完成） 細目別評定点

88%

71%

72%

75%

70%
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新 旧 対 照 表

旧（現 行） 新（改 定 案）
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新 旧 対 照 表

旧（現 行） 新（改 定 案）
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新 旧 対 照 表

旧（現 行） 新（改 定 案）
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新 旧 対 照 表

旧（現 行） 新（改 定 案）
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新 旧 対 照 表

旧（現 行） 新（改 定 案）
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新 旧 対 照 表

旧（現 行） 新（改 定 案）
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新 旧 対 照 表

旧（現 行） 新（改 定 案）

別紙－５ 

考 査 基 準 特 記 事 項 
 

１ 別紙－２④ ７．法令遵守等④総合評価技術提案履行確認において、

受注者の責により入札時の技術提案の内容が履行されない場合は、

竣工時の工事成績評定における評価点計を１０点減点する。 

 

２ 会計実地検査において、受注者の責に帰する指摘があった場合は該

当する工事の成績評定を、その事実を確認した時点で減点修正する

こととする。その際の減点は、粗雑工事の入札参加停止期間に応じ

て、別紙－２④ ７．法令遵守等によっておこなうものとする。 

 

３ 工事竣工後、受注者の責に帰する瑕疵や不具合が確認され、契約書

第４４条に則り修補を行うに至った場合は、成績評定について、そ

の事実を確認した時点で減点修正することとする。その際の減点は、

粗雑工事の入札参加停止期間に応じて、別紙－２④ ７．法令遵守等

によっておこなうものとする。 

別紙－５ 

考 査 基 準 特 記 事 項 
 

１ 別紙－２④ ７．法令遵守等④総合評価技術提案履行確認において、

受注者の責により入札時の技術提案の内容が履行されない場合は、

完成時の工事成績評定における評価点計を１０点減点する。 

 

２ 会計実地検査において、受注者の責に帰する指摘があった場合は該

当する工事の成績評定を、その事実を確認した時点で減点修正する

こととする。その際の減点は、粗雑工事の入札参加停止期間に応じ

て、別紙－２④ ７．法令遵守等によっておこなうものとする。 

 

３ 工事完成後、受注者の責に帰する瑕疵や不具合が確認され、契約書

第４４条に則り修補を行うに至った場合は、成績評定について、そ

の事実を確認した時点で減点修正することとする。その際の減点は、

粗雑工事の入札参加停止期間に応じて、別紙－２④ ７．法令遵守等

によっておこなうものとする。 
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新 旧 対 照 表

旧（現 行） 新（改 定 案）

別紙－６①

総括監督員名：

年 月 日 ～ 年 日 主任監督員名：

一般監督員名：

① 「施工プロセス」チェックリストは、共通仕様書、契約書等に基づき、施工に必要なプロセスが適切に施工されているかを監督職員等が確認する。

② チェック欄では、書類もしくは現場等で確認した月日、及びその内容がＯＫであれば、□に レ マークを記入し、ＯＫでなければ、備考欄に指示事項や是正状況等を記入する。

③ 用語の定義について　　契約後 ： 当初契約後、　変更後 ： 工期内に行う契約変更後とする。

○

○

○

○

「 施 工 プ ロ セ ス 」 の チ ェ ッ ク リ ス ト

１． 工事名

２． 工期 月

３． 施工業者

考
査
項
目

細
　
　
別

確  認  項  目 チ ェ ッ ク リ ス ト 一 覧 表

チ ェ ッ ク 時 期 （ 指 示 事 項 ）
 備　　　　　　　　　　　　　　　考

（指示事項及びその是正状況等）
着手前 施　　工　　中 完成時

（チェックの目安）　
１
　
施
　
工
　
体
　
制

Ⅰ
　
施
　
工
　
体
　
制
　
一
　
般

契約工程表

１

 ・契約締結後の１４日以内に、契約
工程表が提出された。
                  （契約後、変更後）

（／　）

５

 ・品質証明は、出来形、品質及び写
真管理等、工事全般にわたり適切
（数量も含む）に実施した。
          　　　（品質証明実施時）

（　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　）

工事カルテ

２

 ・事前に監督職員の確認を受け、契
約締結後等の１０日以内に登録機関
に申請した。
      （契約後、変更後、完成時）

（／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　）

品質証明

３

 ・品質証明員の資格（身分及び経
歴）は適正である。また、品質証明員
に関する資料を書面で提出した。
（契約後、変更後）

（／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　）

※奈良県においては平成２８年１２月時点
で品質証明制度は導入されていない。

４

 ・工事途中及び検査時の事前に品
質確認を行い、その結果を所定の様
式により提出した。
                      （検査の前等）

（　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　）

※奈良県においては平成２８年１２月時点
で品質証明制度は導入されていない。

（　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　）

※奈良県においては平成２８年１２月時点
で品質証明制度は導入されていない。

建設業退職
金共済制度
等

６

 ・掛金収納書の写しを契約締結後
１ヶ月以内に提出した。
           （契約後、増額変更後）

（／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　）

７

 ・「建設業退職金共済制度適用事業
主工事現場」の標識が現場に掲示し
ている。
            　　 （施工時１回程度）

（　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　）

（　／　） （　／　）
※元請業者のみの施行で、自社の退職金
制度が確認できる場合は対象外とする。

（　／　） （　／　） （　／　）（　／　） （　／　） （　／　） （　／　）

別紙－６①

総括監督員名：

年 月 日 ～ 年 日 主任監督員名：

一般監督員名：

① 「施工プロセス」チェックリストは、共通仕様書、契約書等に基づき、施工に必要なプロセスが適切に施工されているかを監督職員等が確認する。

② チェック欄では、書類もしくは現場等で確認した月日、及びその内容がＯＫであれば、□に レ マークを記入し、ＯＫでなければ、備考欄に指示事項や是正状況等を記入する。

③ 用語の定義について　　契約後 ： 当初契約後、　変更後 ： 工期内に行う契約変更後とする。

○

○

○

○

（　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） ・「建設業退職金共済制度適用事業
主工事現場」の標識が現場に掲示し
ている。
            　　 （施工時１回程度）

（　／　）

（　／　） （　／　）
※元請業者のみの施行で、自社の退職金
制度が確認できる場合は対象外とする。

（　／　） （　／　） （　／　）（　／　） （　／　） （　／　）

（　／　） （　／　） （　／　） （　／　）（　／　） （　／　） （　／　） （　／　）

（　／　）

※奈良県においては平成２８年１２月時点
で品質証明制度は導入されていない。

建設業退職
金共済制度
等

６

 ・掛金収納書の写しを契約締結後
１ヶ月以内に提出した。
           （契約後、増額変更後）

（／　） （　／　） （　／　）

（　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　）（　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　）

（　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　）

※奈良県においては平成２８年１２月時点
で品質証明制度は導入されていない。

（　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　）

（　／　） （　／　）

※奈良県においては平成２８年１２月時点
で品質証明制度は導入されていない。

４

 ・工事途中及び検査時の事前に品
質確認を行い、その結果を所定の様
式により提出した。
                      （検査の前等）

（　／　） （　／　）

（　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　）

（　／　） （　／　）

品質証明

３

 ・品質証明員の資格（身分及び経
歴）は適正である。また、品質証明員
に関する資料を書面で提出した。
（契約後、変更後）

（／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　）

（　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　）工事カルテ

２

 ・事前に監督職員の確認を受け、契
約締結後等の１０日以内に登録機関
に申請した。
      （契約後、変更後、完成時）

（／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　）

（　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　）（　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　） （　／　）１
　
施
　
工
　
体
　
制

Ⅰ
　
施
　
工
　
体
　
制
　
一
　
般

契約工程表

１

 ・契約締結後の１４日以内に、契約
工程表が提出された。
                  （契約後、変更後）

（／　）

５

 ・品質証明は、出来形、品質及び写
真管理等、工事全般にわたり適切
（数量も含む）に実施した。
          　　　（品質証明実施時）

７

 備　　　　　　　　　　　　　　　考
（指示事項及びその是正状況等）

着手前 施　　工　　中 完成時

（チェックの目安）　

３． 施工業者

考
査
項
目

細
　
　
別

確  認  項  目 チ ェ ッ ク リ ス ト 一 覧 表

チ ェ ッ ク 時 期 （ 指 示 事 項 ）

工期  平成  平成 月

「 施 工 プ ロ セ ス 」 の チ ェ ッ ク リ ス ト

１． 工事名

２．


